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1 ．はじめに
　情報倫理教育の目的は、実際的な行動基準を覚え、その通りに行動できる能力の育成よりも、
情報倫理にまつわる問題について、個人の知的な判断に基づいて内的規制・自己統制が行えるよ
うにする能力、即ち知的論理に基づく判断能力を育成することにあると考えられる。この目的を
達成する手段として、講義型の教育方法だけでなく、学生参加型の教育方法が利用されており、
ディスカッションやロールプレイングなどを用いた教育などが報告されている 1、2。また、技術者
倫理教育ではディベートを用いた教育方法の報告があり、正しい情報に基づいた適切な判断力や
倫理的問題に対応する力の向上などの効果が認められている 3 ことから、情報倫理教育において
もディベートを用いた教育で一定の成果を上げることが可能なのではないかと思われる。筆者は
前稿で、学生参加型の情報倫理教育の手段のひとつとして、ディベートを用いたカリキュラムを
提案した 4。このカリキュラムは、情報倫理に関する実際の事例を取り上げ、グループ学習、グ
ループディスカッション、ディベートの 3 つのプロセスによる学習を行うものである。
　2014 年度前期開講の 3 年次生対象「ホームゼミナールⅢ」においてこのカリキュラムによ
る授業実践を行った。前稿ではカリキュラム開発の論理について述べ、問題点や改善点などの
考察を行ったが、本稿ではこのカリキュラムに基づいた授業実践から、学生が情報倫理に関す
る問題をどのように考え判断するのか、ディベートの前後の判断とその判断理由の比較及び授
業における事実に即して可能な限り具体的に分析し、ディベートを活用した情報倫理教育のカ
リキュラムについて、その教育的効果を検証する。
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2．授業実践
2．1　実施日時
　授業実践は、2014 年度前期開講の 3 年次生対象「ホームゼミナールⅢ」において 12 名を対
象に行った。本実践では、1 グループを 3 名で構成し、4 グループにわかれて学習を進めるこ
ととした。本カリキュラムでのディベートのルールは前稿で示した通り「ディベート甲子園」
における高校の部のフォーマットを利用しており、当該フォーマットでは 1 チーム 4 名制であ
るが、履修者数との関係及び“ただ乗り”する学生を排除するために 3 名としている。
　第 1 のプロセスであるグループ学習は 2014 年 5 月 21 日からの 4 コマを当て、第 2 のプロセ
スであるグループディスカッションは 6 月 18 日からの 3 コマを当てた。第 3 のプロセスであ
るディベートは 7 月 9 日からの 2 コマを当てた。7 月 9 日に 1 つめの論題（以下、論題 1）、7
月 16 日に 2 つめの論題（以下、論題 2）でディベートを行った。
　ディベートでは、ディスカッションテーブルを使用し、肯定側・否定側がそれぞれ 1 台のモ
ニターを使って必要な資料を投影できるようにした。
　また、審査員の学生の積極的な参加を促すために審査用紙を配付し、ディベート前後に自ら
の判断とその理由を記入する時間を設けた。さらにディベータの学生に対しても記入用紙を配
付し、審査員の学生同様、ディベートの前後に自らの判断とその理由を記入させることとした。
2．2　論題
　論題 1 は「監視カメラの効力やストリートビューの利便性を確保するために、個人のプライバ
シー保護を制限するべきである。是か非か」として、公共の利益とプライバシー権に関する政策
を論じるものである。個人のプライバシーを保護するために、防犯目的の監視カメラや利便性の高
い道路周辺映像サービスなどを法的に規制するべきか、監視カメラや道路周辺映像サービスの有
用性を確保するために、それらに映り込んだ場合の個人のプライバシー権を法的に制限するべき
か、それぞれを政策として捉え、議論する。
　論題 2 は「市民を犯罪から守るために、犯罪歴のある人々のプライバシー保護を制限するべ
きである。是か非か」として、知る権利とプライバシー権に関する政策を論じるものである。
市民を犯罪から守るために出所者情報を開示するべきか、市民を守るためとは言え、刑期を終
えて罪を償った者に対する人権侵害は慎むべきか、それぞれを政策として捉え、議論する。
　前稿において、カリキュラムの教育目標を「グループ学習・グループディスカッション・
ディベートを通じ、情報倫理に関する問題に対し、個人の知的な判断に基づいて、内的規制・
自己統制が行なえるようにすること」と設定した。論題 1、論題 2 ともに明確な正解がある論
題ではないため、正解を導き出すことが到達目標ではなく、肯定する場合も否定する場合も自
己の判断理由を明確に説明できることを到達目標とした。
3．授業分析
3．1　論題 1 の授業分析
3．1．1　ディベート
　肯定側立論では、監視カメラのメリットとして、監視カメラが設置されていることによる犯
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罪の抑止効果、実際に犯罪が起きた際の証拠の確保の 2 点を挙げ、具体例として新宿区歌舞伎
町や渋谷区宇田川町の犯罪率低下のデータを示した。また、本人の意思で監視カメラ設置場所
付近に出かけた場合、それは既に公開された公知の事実であり、プライバシーにあたらないこ
とに対する言及があった。道路周辺映像サービスについては、時間不足により、グーグル社の
ストリートビューによりプライバシーを侵害されたとして福岡県在住の女性が同社を提訴した
事件で最高裁判所が女性の上告を退ける決定をした新聞記事をモニターに示すに留まった。
　否定側立論では、監視カメラ設置の条件 5 を挙げ、現状ではその条件に配慮して設置してい
るケースは少なく、多くの人々のプライバシーを侵害していることに言及し、具体例として従
業員のロッカールームにまで設置されている事例を示した。また、道路周辺映像サービスにつ
いて、福岡県在住の女性がグーグル社を提訴した事例を挙げ、道路周辺映像サービスによって
自宅を撮影されただけでもプライバシーの侵害と感じる人がいることに言及し、具体例として
ディベータの一人の自宅がストリートビューにおいて表札が読み取れること、窓から家の中の
様子が垣間見えること、駐車してある自家用車の車種がわかることを示した。
　肯定側による否定側に対する第一反駁では、監視カメラで未然に防げる犯罪がある場合、生
命や財産に危険が及ぶことの回避とプライバシー保護とでは、生命や財産に危険が及ぶことの
回避の方が重要ではないのかとの反駁を行った。
　否定側による肯定側に対する第一反駁では、	監視と防犯は区別して論じるべきであり、防犯
目的であるならダミーのカメラで十分効果を発揮すること、肯定側立論においてストリート
ビューについての言及がなく肯定側すらもストリートビューの利便性は論じるに値しないと判
断したのであろうとして、監視カメラの効果や道路周辺映像サービスの利便性はプライバシー
保護を否定する理由にはならないことの 2 点を挙げて反駁を行った。
　また、肯定側による否定側に対する第二反駁では、監視カメラは本来市民の安全を守るため
に設置されており、犯罪抑止のためにプライバシー侵害はある程度受忍されて然るべきである
こと、監視カメラの映像は広く公開されているものではないため、犯罪を行っていない人間に
とっては侵害されるべきプライバシーがそもそも存在しないこと、道路周辺映像サービスにつ
いて、福岡県在住の女性がグーグル社を提訴した事件で最高裁判所は女性の上告を退ける決定
をしており、このことからも道路周辺映像サービスの利便性は法的に認められているといえる
ことの 3 点を挙げて反駁を行った。
　否定側による肯定側に対する第二反駁では、監視カメラが目視できるように設置されていな
ければ監視カメラによって犯罪を未然に防ぐ効果は薄いこと、判例で利便性が認められている
からといってプライバシーを侵害してまで利便性を確保する必要があるとはいえないこと、法
律とモラルは異なるものであり、また一度判例が出た事案であっても別の判例によって覆るこ
とはあり得ることの 3 点を挙げて反駁を行った。
　審査員 6 名の判定は肯定側 0 票、否定側 6 票であり、ディベートの勝敗は否定側の勝利と
なった。
3．1．2　ディベータの判断とその理由
　肯定側 3 名、否定側 3 名のディベータの判断がディベート前後でどのように変化したのか、
確認したい。表 1 はディベータを務めた学生の判断とその理由の一覧である。
5	 山谷地区テレビカメラ監視事件判決（東京高裁昭和63年4月1日判決）において示された基準
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表 1　論題 1 に関するディベータの判断とその理由
肯 定 側
ディベート前 ディベート後
学生 A 肯定 監視カメラには防犯効果があるから。 否定 個人のプライバシー保護の方が利便性より大切だと思ったから。
学生 B 肯定
監視カメラで犯罪を防ぐ。ストリー
トビューは友人の家等に行く時に便
利だから。
否定 インターネットから個人の家などが見られてしまうのは問題だから。プライバシーは守られるべきだと感じた。
学生 C 肯定 記入なし 否定 相手チームの方が、説得力とテクニックとかあった。
否 定 側
ディベート前 ディベート前
学生 D 否定 プライバシー（注：記入途中と思われる） 肯定
自分はやましいことをしている訳でもないし、犯罪を防ぐた
めにも監視カメラは必要と思った。
学生 E 否定 記入なし 肯定 監視カメラは絶対に重要で必要。犯罪者がやめる。
学生 F 否定 記入なし
どちらともいえない
調べれば調べるほど、考えれば考えるほど、肯定するのも否定する
のもキツいと感じた。もし機会があれば次回は肯定側に立ってやっ
てみたい。
　肯定側・否定側ともにディベート前は自チームの主張と同じ判断をしていた。事前のグルー
プ学習によって立論に必要な情報を収集したこと、グループディスカッションによってそれら
の情報を整理し、考えをまとめたことから自チームの主張と同じ判断をするに至った可能性が
考えられる。肯定側 2 名についてはその理由として立論の根拠とほぼ同じものを挙げており、
「監視カメラには防犯効果がある」、「監視カメラで犯罪を防ぐ」としている。否定側 3 名につ
いては、その判断の理由を記入していないか、記入途中と思われる文言のみしか記入しておら
ず、どのような理由でその判断を持ったのか判断できなかった。
　また、肯定側・否定側ともに殆どの学生はディベート後には相手チームの主張と同じ判断に
変化していた。前述の通り、ディベートとしての勝敗は否定側が勝利しており、その結果から
肯定側の学生が「否定」とした可能性は高いと思われる。学生によってはその判断の理由を
「相手チームの方が、説得力とかテクニックとかあった」としており（学生 C）、ディベートで
敗れたことから判断を変えていることを示している。記入時には、ディベートの勝敗に囚われ
ずに判断と理由を記入するよう指示しているが、やはり勝敗の結果に影響されることがわかる。
しかし、ディベートの勝敗では勝利した否定側 3 名のうち 2 名がディベート後には「肯定」と
しており、その理由として肯定側立論で主たる根拠としていた「監視カメラの防犯効果」を挙
げている。また「どちらともいえない」とした学生は、その理由を「調べれば調べるほど、考
えれば考えるほど、肯定するのも否定するのもキツいと感じた」としており（学生 F）、監視カ
メラや道路周辺映像サービスの有用性とプライバシー保護の重要性との間で判断しかねている
ことを「キツいと感じた」という表現で表している。判断がつきかねる問題について安易にど
ちらか一方の選択肢を選ぶのではなく、自らの頭で考え、判断しようとしている様子が窺える。
3．1．3　審査員の判断とその理由
　審査員 6 名の判断がディベート前後でどのように変化したのか、確認したい。表 2 は審査員
を務めた学生の判断とその理由の一覧である。なお、審査員はディベートの勝敗も記入する
が、ここではディベート後に自らの判断がどのように変化したかの記入のみを取り上げる。
　ディベート前は 6 名のうち、4 名が肯定、2 名が否定としており、肯定とした学生はほぼ監
視カメラの犯罪抑止効果をその理由として挙げ、否定とした学生は個人が特定される恐れやプ
ライバシー侵害をその理由として挙げていた。肯定の理由に道路周辺映像サービスの利便性を
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挙げた学生はいなかった。肯定・否定のいずれであっても判断基準は監視カメラの犯罪抑止効
果が主であり、「プライバシー以前に身の安全が大事」（学生 L）と同根の意識による判断をし
ていることが推察される。
表 2　論題 1 に関する審査員の判断とその理由
ディベート前 ディベート後
学生 G 肯定
監視カメラによって犯人を特定し、逮捕された
という実績があるし、監視カメラによる犯罪抑
止力には大きなものがあると思われるから。
否定
ストリートビューには確かに利便性があるが、
家の特徴を知ることができ、空き巣の危険性が
出てくると思われたから。
学生 H 否定
どのような目的であっても個人が特定されるお
それがあるのだから、カメラはつけるべきでは
ない。
否定
モザイクの処理がしっかり行われていないので、
個人のプライバシーが侵害されてしまうという
点に賛同できた。
学生 J 否定
何も悪くない人のプライバシーを侵害してし
まうことが起きる。監視カメラやストリート
ビューによって侵害されてしまうかもしれない
からです。
否定
やはり犯罪を犯してしまう人の証拠とはなるが、
何もやっていない人の個人情報をもしかしたら
侵害してしまうのに監視する必要はないのでは
ないかと思う。
学生 K 肯定 犯罪を防止するためにはプライバシーよりも安全を優先するべきと考える。 否定
ストリートビューは芸能人などの住居がわかる
危険性があり、ストーカー被害があると考えら
れるため。
学生 L 肯定
プライバシー以前に身の安全が大事。安全に監
視カメラが使われるのであれば少々のプライバ
シーの侵害はしょうがない。
否定
今の監視カメラの設置の仕方やルールが明確で
なく、非効率な監視カメラは逆にプライバシー
の侵害によって身の安全に支障をきたす可能性
がある。
学生 M 肯定 犯罪を事前に抑えることができるので、ある程度のプライバシーは見られても仕方ない。 否定
肯定側は説明不足であり、否定側は監視と防犯
の違いなど説明がうまくできていた。
　ディベート後は全ての学生が否定としており、監視カメラの証拠保全の有用性とプライバ
シー保護との比較をした結果、監視の必要性はない（学生 J）、道路周辺映像サービスのモザ
イク処理の粗さからプライバシーが侵害される危険性がある（学生 H）などディベータの立
論の根拠に拠った判断をしている学生だけでなく、監視カメラの乱用によって却ってプライバ
シーが侵害され、身体の安全が脅かされる（学生 L）、道路周辺映像サービスによって空き巣
やストーカーなど新たな犯罪を誘発する可能性がある（学生 G、学生 K）などディベートでは
議論されなかった点に思い至ったことを窺わせる記入も見られた。
　ディベート後は全ての学生がディベートの勝者である否定側と同じ判断をしたため、ディ
ベートの勝敗に影響された面が少なからずあったと思われたが、少なくとも半数の 3 名はディ
ベートでは議論されなかった点を自らの判断の理由として挙げており、学生のなかで判断基準
が醸成されているということができよう。但し、ディベートの勝敗を意見の根拠としている学生
もおり（学生 M）、必ずしもディベートの勝敗の影響を排除することはできなかったといえる。
3．2　論題 2 の授業分析
3．2．1　ディベート
　肯定側立論では、犯罪歴のある人々のプライバシー保護を制限する根拠法としてメーガン法 6
を挙げ、また一般刑法犯と性犯罪の再犯率を示した上で性犯罪は治癒の見込みが低いことを根
拠とした。
　否定側立論では、犯罪歴のある人々のプライバシーを公開することで周辺に一般市民が居住
しなくなり、犯罪者ばかりが居住する危険な地域ができてしまう可能性があること、罪を償っ
た後の社会復帰を困難にすることで却って再犯率が上がる可能性があることの 2 点を挙げ、さ
6	 アメリカのニュージャージー州で1994年に成立した性犯罪者情報公開法.
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らにメーガン法の効果に対する研究報告を示し、事実上二重刑罰になっていることから犯罪歴
のある人々の社会復帰が妨げられている現状について言及した。
　肯定側による第一反駁では、プライバシー保護を制限されることによって社会復帰が困難と
なることを示すデータがないこと、犯罪歴のない市民の安全と犯罪歴のある人々の社会復帰と
では前者の方が優先されるべきであることの 2 点を挙げて反駁を行った。
　否定側による第一反駁では、	メーガン法は米国の法律であり日本国内では根拠法にはなり得
ないこと、性犯罪歴のある人々が必ず再犯する訳ではないこと、再犯しない人々の権利利益は
守られるべきであることの 3 点を挙げて反駁を行った。
　また、肯定側による第二反駁では、メーガン法は米国の法律だが、我が子を殺された家族の
思いがこもった法律であり、その精神は尊重されるべきであること、日本の出所者情報提供制
度はプライバシー保護を制限する根拠になり得ること、他者の権利を侵害した人間の権利利益
が多少阻害されるのは受忍されて然るべきであることの 3 点を挙げて反駁を行った。
　否定側による第二反駁では、罪を償ったにも拘らず居住情報などが公開されるのは二重刑罰
であること、公開によって社会復帰が妨げられれば再犯の可能性が高まり市民が犯罪に巻き込
まれる危険性も増すこと、法律自体を作り直すべきであることの 3 点を挙げて反駁を行った。
　立論において、肯定側・否定側ともにメーガン法を取り上げて論じたこと、肯定側は一般刑
法犯と性犯罪の再犯率のデータを示したこと、否定側はメーガン法の効果についてのウィスコ
ンシン州の報告書から犯罪歴のある人々に対するインタビュー結果を示したことなど、グルー
プ学習によって立論に必要な情報を収集し、それらの情報を元に自らの立論を構築しようとし
ていたことが窺える。
　審査員 5 名（1 名は欠席）の判定は肯定側 5 票、否定側 0 票となり、ディベートの勝敗は肯
定側の勝利となった。
3．2．2　ディベータの判断とその理由
　表 3 はディベータを務めた学生の判断とその理由の一覧である。
表 3　論題 2 に関するディベータの判断とその理由
肯 定 側
ディベート前 ディベート後
学生 G 肯定 記入なし 肯定 メーガン法や出所者情報提供制度があることで犯罪の抑制になるのであれば良いと思った。
学生 H 肯定 再犯の抑止力になるし、親の立場からしたら制限される。 否定
真剣に社会復帰を望む人からすれば情報が公開されるのは良
いことではない。
学生 J 肯定 再犯がないという保証がない。 肯定
再犯者が少しでも減るのだったら、一度犯罪を犯したのだか
ら、再犯はしない保証もないし、プライバシーがある程度保
護されなくても仕方ないではないか。
否 定 側
ディベート前 ディベート後
学生 K 否定
プライバシーを公開されて社会復帰
できなかった場合にまた再犯してし
まう可能性があると考えられるため。
肯定 市民の平和の方が犯罪者のプライバシーより重視されると考えるため。
学生 L 記入なし 肯定
人の道を外れておいて、犯罪者の社会復帰のためにプライバ
シー保護を制限しないというのは納得できない。感情論です
が。
学生 M 肯定 前科がある人を避けて生活したいのは当然だから。 肯定
前科がある人をあらかじめ知っておくことによって守られる
人がいるので、プライバシーを公開されるのは仕方のないこ
とである。
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　肯定側の全ての学生が肯定としていた。論題 1 の場合と同様、事前のグループ学習やグルー
プディスカッションによる影響が考えられるが、否定側の学生は肯定 1 名、否定 1 名、選択せ
ず 1 名という結果となっており、自らがその被害者になる可能性のある「犯罪歴のある人々」
に対する処罰感情が働いた可能性が考えられる。
　また、肯定側・否定側ともに殆どの学生はディベート後には肯定を選択していた。いずれも
犯罪歴のある人々が再犯する可能性が高いことを前提としており、とりわけ学生 L は「人の
道を外れておいて、犯罪者の社会復帰のためにプライバシー保護を制限しないというのは納得
できない」としており、一度罪を犯した人間に対して非常に厳しい処遇を当然のものとして考
えていることを窺わせる。学生自身が「感情論ですが」と記している通り、この場合は知的論
理ではなく感情での判断をしていると思われる。しかし、中にはディベート前は肯定であった
のに、ディベート後には否定とした学生も見られる（学生 H）。ディベート前は「親の立場か
らしたら」、ディベート後は「真剣に社会復帰を望む人からすれば」と当事者の立場に立って
考えようとしたことがその記入から見て取れる。誰の立場に立って考えるか、その時々で判断
が揺らぐ可能性は否定できないが、それでも自分の感情ではなく他者の立場に立って考えよう
と試みた点は、倫理の基礎が「相手の立場に立つ」ことであることを考え合わせるとディベー
トによって学生の倫理観醸成の萌芽を感じることができる。
3．2．3　審査員の判断とその理由
　表 4 は審査員を務めた学生の判断とその理由の一覧である。
　ディベート前は 5 名のうち、4 名が肯定、1 名が否定としており、肯定とした学生はほぼ一
度罪を犯した人々の人権は、そうでない市民を守るために制限されて然るべきであるという判
断をしていた。
表 4　論題 2 に関する審査員の判断とその理由
ディベート前 ディベート後
学生 A 肯定 犯罪を犯した人間に人権があるとは思わない。 肯定 元々肯定側だったが、改めてデータを提示されて納得しました。
学生 B 肯定
確かに犯罪者も同じ人間だが、犯罪者には犯罪
をした自覚を持ってもらうために顔や名前を多
少さらす必要がある。
肯定 肯定側の結論に向かう展開に説得力があり、やはり肯定側の意見に賛同した。
学生 C 肯定 罪を犯したので。 肯定 ディベート前はなんとなく肯定側を選んだが、罪を犯した過去は消えないと思った。
学生 D 肯定 被害者や被害者になり得る人たちを守るために、プライバシーは保護はされなくても仕方ない。 肯定
被害者を守るためには、犯罪者の情報が公開さ
れるべきと考えられる。
学生 E 否定 いくら犯罪者でもプライバシーは保護されるべきだと考えるから。 否定 肯定側はすごくまとまっていたが……。
　ディベート後もディベート前と判断は変化せず、ディベート前に肯定とした学生は自らの判
断の根拠がデータとして示されたことでよりその意見が強化されているように思われる。ディ
ベート前後で否定とした学生 F は「肯定側はすごくまとまっていたが……」として、ディ
ベートの判定は肯定側を勝ちとしたものの、自らの判断は変わっていないとした。
　
4 ．ディベートを用いた教育方法の問題点
　前稿でディベートを用いた教育方法の問題点と対応策について考察したが、その対応策が有
効であったか検証したい。
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　第一に、ディベートが感情的に行われるのではないかという問題点について、今回の授業実
践では概ね問題なく冷静な議論ができたと思われる。但し、これは審査用紙に立論の論理性、
論拠の質と量、反駁の論理性を設けることで論理的な議論を評価し、論拠に基づかない感情的
な議論を評価しない仕組みとしたことによるものかどうかは明らかにできていない。ディベー
トだけでの判断ではなく、学生に対して質問紙調査や聞取り調査などをする必要があろう。
　第二に、ディベートの勝敗がディベータおよび審査員の学生の倫理観を方向づけてしまうの
ではないかという問題点について、今回のディベートでは論題 1 のディベータはほぼ全ての学
生が相手チームの主張を支持し、また論題 2 のディベータは勝者側チームの 1 名が相手チーム
の主張を支持しており、必ずしも勝者チームのディベータは自分たちの主張が正しいとは思わ
ず、冷静に自らの判断とその判断基準を考えていたといえる。しかし、敗者チームのディベー
タは勝者チームの主張が正しいと考える傾向が見られた。論題 1 では「相手チームの方が、説
得力とかテクニックとかあった」との記入も見られ、自チームの主張が退けられたことから自
チームの主張が誤りであると判断している可能性が高い。また審査員の学生については、多く
の学生が勝者チームの主張と同じ判断をするに至っていたが、その理由は必ずしも勝者チーム
の論拠に拠っておらず、ディベートでの議論を自分の中で消化し、自分なりの判断基準によっ
て判断していたといえる。1 名ではあるが、勝敗とは異なる判断を曲げずにいた学生もおり、
ディベートの勝敗によって判断が左右される訳ではないことを示している。
　第三に、多様な価値観や複眼的な視野を持たせることができないのではないかという問題点
について、ディベートの印象によって二値的な思考に陥る危険性を懸念していたが、むしろ学
生たちにとって自分が当事者になる可能性の高低によって判断しているように思われた。論
題 1 の場合は、自らが犯罪の被害者になって監視カメラによる証拠保全に助けられる可能性と
監視カメラや道路周辺映像サービスによって自らのプライバシーを侵害される可能性とを比較
し、どちらが自分にとってより危険性が高いかなどの判断基準を形成しているように思われる
が、論題 2 の場合は、自らが犯罪の被害者になる可能性ばかりを考慮し、自らが犯罪者として
二重刑罰のようなプライバシー侵害を受ける可能性は考慮していないように思われる。また一
度罪を犯した人間は、罪を償ってもなお何らかの処罰を受け続けるべきであり、それがプライ
バシー侵害であるならそれを受忍すべきであるといった強い処罰感情の所在が感じられた。
　
5．おわりに
　ディベートを用いた情報倫理教育のカリキュラムについて授業分析を行った。グループ学習
やグループディスカッションには一定の効果が見られ、また正しい情報やデータに基づき、独
自に判断を下そうとする意識の向上は期待できると思われるが、ディベートの勝敗は敗者の
チームの学生にとっては強く影響する可能性が高いこと、学生にとって自らが当事者にならな
いであろう立場への配慮に欠け、独自に判断を下すことはできるものの独善的で一方的な判断
を下す恐れがあることがわかった。
　今後は、学生が判断を下す際にディベートの勝敗がどの程度影響するのかを明らかにし、ま
た論題とする事例、学生の判断を記入するタイミングなど再検討し、本実践で明らかとなった
カリキュラムの教育効果について更に検証したい。
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